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「社会的受容性獲得のための情報伝達技術の開発」

１．研究実施の概要

理論的に如何に優れた技術であっても、社会的受容性（＝パブリックアクセプタ

ンス）の無い技術は、こと環境関連分野では、無用の長物でしかない。社会的受容

性は、優れた情報伝達技術によって獲得すべき対象であるが、その技術開発的視点

の研究はほとんど行われない。

現時点における、市民社会の環境観は、「リスクゼロ指向」であるが、２１世紀の地

球環境時代は、この環境観で乗り切ることはできない。資源・エネルギーの枯渇を

重大な環境問題の一つとして把握するような環境観が、市民社会で一般的になるよ

うな状態を実現する必要がある。

本研究は、トレードオフ関係の記述ができるライフサイクルアセスメント（ＬＣ

Ａ）を、市民社会でも使えるような環境評価ツールに変貌させることが、このよう

な方向に環境観を変化させる手法として必須と考え、この目的に適したＬＣＡを開

発し、その結果を様々な手法を駆使して市民への情報伝達を試み、同時に、マスコ

ミからの情報を公開評価することにより、「社会的受容性」確立技術の開発を目指す。

平成１１年度は、環境負荷項目としてどのようなものを取り上げるべきかという問

題を数１０名の１泊２日による合宿によって議論した結果を踏まえ、省資源・省エネ

ルギーの重要性に対して、現時点の数倍以上の重み付け指数が割り振られることを

目標とし、環境観のアンケート調査による把握の試みた。さらに、市民の選択がど

のような情報によって変化するかを実証的に求めるインタラクティブなシステムを

提案し、そのプロトタイプを作成した。

２．研究実施内容（研究目的、方法、結論などをご記入下さい。公開を考えています。）

研究目的：市民社会の環境観を現状のリスクゼロ指向から、省資源・省エネルギー

型に変更することを目的とし、そのために必要な情報伝達技術を開発する。

方　　法：環境観の変更に有効な情報伝達技術を開発するためには、以下のような

ツールを開発することが必要である。それぞれについて、準備を開始すると同時

に、ＣＲＥＳＴの研究の開始以前におこなってきた類似の研究結果の整理を行っ

た。
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　途中経過と結果：

　　�　環境観を把握するツールとその開発

　　　（１－１）．アンケート法による環境観の把握

様々な形式のアンケートを作成し、その実施を行うことによって、環境観

の把握を試みる。アンケート法としては、当面、環境問題を重要度の順に、

複数個を自由記述する方法と、その被験者の環境問題に関する理解度を解析

し、相関を求める方法論を試みている。

　　　（１－２）．コンパラティブリスクアセスメントによる把握

数１０名による議論の課程によって、集団として環境観を把握すると同時に、

その変化を把握する方法論として、ＥＰＡが開発したコンパラティブリスク

アセスメント法を日本向けに改良する。

アンケート法と併用することによって、かなり細かい情報の把握が可能に

なるものと期待しており、アンケート法を補強する方法論になるだろう。

　　�　トレードオフを記述したデータベースの作成

　　　（２－１）．市民の関心が高いと思われる環境問題に関するトレードオフの把握

インターネット上に個人的なＷｅｂサイトを作成し、最近の環境問題につ

いて解説すると同時に、しばしばＬＣＡ的なデータを示し、どちらの環境負

荷が低いかの実例を例示した。同時に、どのような環境トレードオフ関係を

知りたいかのアンケートを実施し、数１０件の希望を集めた。

　　　（２－２）．ＬＣＡデータの採取によるトレードオフの記述

それらのうち、適当と思われる事項について、ＬＣＡデータを採取するこ

とを開始した。その中には、明らかに環境負荷の違いの有る例をも含め、健

康上の理由などが選択の重要な要素であるかどうかの判定に利用する。

　　　（２－３）．廃棄・リサイクル過程に関するトレードオフのＬＣＡ手法による

データベース化

排水の負荷、あるいは、固形廃棄物の負荷に関する関心が高いため、どの

ような排水負荷がどの程度の環境負荷であるか、あるいは、固形廃棄物の放

出がどの程度の環境負荷であるかを定量的に表現できるようなＬＣＡデータ

の収集を開始した。

　　�　環境総合指標の作成に関する検討

　　　（３－１）．時間消費法とその容器データへの適用。

ＬＣＡデータをそのまま示すのでは、新聞記者のような半ば専門家の場合

であっても、余り関心を示さないことが分かってきた。そのため、いくつか

の環境負荷カテゴリーに渡るＬＣＡデータを一つ、もしくは、少数の指標に

統合する手法をいくつか開発しつつある。一つは、これまでも検討してきた
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方法論である時間消費法であり、この方法では、環境負荷をすべて時間の次

元に変換して、加算などを行うものである。さらに、この方法論では、個人

の環境感が有る程度反映するような工夫を加えている。この方法論を、ＣＲ

ＥＳＴの研究の開始前から始めていた容器のＬＣＡデータに対して適用する

実験を行った。その結果、容器の環境負荷が固形廃棄物によってほぼ独占的

に代表されることが分かった。

　　　（３－２）．四軸評価法

もう一つの方法論として、相対評価のみが可能であるが、さらに簡便な方

法論を開発した。地球への入出力を４つの指標にまとめるものである。すな

わち、入力関係として、エネルギー量、バージン金属・木材資源使用量の２

種を、出力関係としては、最終埋立て量、一般的大気・水圏環境負荷の統合

の２種、合計４種を取り扱うものである。

　　�　ＣＲＡ実施データの詳細の解析

ＣＲＡとは、グループ討論をしながら、自らの環境観を明らかにしていく

もので、米国環境保護局ＥＰＡが開発したとされている。この方法を用いて、

環境負荷項目のリスト作成とその重み付けの試行を行ったＣＲＥＳＴ研究開

始以前のデータの詳細を検討し、どのように参加者を選択すべきか、また、

途中からの参加者の参加がどのような悪影響を与えるか、といった検討を行

い、また個人のアンケートを解析することによって、何種類の環境観に分類

すべきか、検討を行った。

このＣＲＡは、ＣＲＥＳＴの枠組みでも、国立環境研が主になって、継続

的に行う予定である。
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